
 

 

 

 

 

吸収合併に係る事前開示書面 

 

（会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に規定する書面） 

 

 

 

 

 

 

 

（簡易吸収合併） 

 

令和 2年 4月 16日 

 

 

 

 

 

 

 

 

TDK 株式会社 



 

令和 2年 4月 16日 

 

東京都中央区日本橋二丁目 5番 1号 

TDK株式会社 

代表取締役 石黒 成直 

 

当社は、令和 2年 7月１日を効力発生日として、当社を吸収合併存続会社、TDK‐EPC株式会社

（本店所在地は東京都中央区日本橋二丁目 5番 1号であり、以下「消滅会社」といいます。）を吸

収合併消滅会社とする吸収合併（以下「本件吸収合併」といいます。）を行うことといたしました。

本件吸収合併に関する会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 191 条に規定される事項は下

記のとおりです。 

 

記 
 

１ 吸収合併契約の内容（会社法第 794条第１項） 

  【別紙①】をご参照ください。 

 

２ 対価の相当性に関する事項（会社法施行規則第 191条第１号） 

  当社が消滅会社の全株式を所有していることから、当社から消滅会社に対して、本件吸収合

併に際し金銭等の対価の交付は行われません。 

 

３ 消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容（会社法施行規則第 191条第 3号イ） 

  【別紙②】をご参照ください。 

 

４ 消滅会社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その

他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容（会社法施行規則第 191条第 3号ハ） 

  該当事項はありません。 

 

５ 当社において最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の

会社財産の状況に重要な影響を与える事象（会社法施行規則第 191条第 5号イ） 

  該当事項はありません。 

 

６ 本件吸収合併が効力を生ずる日以後における当社の債務の履行の見込みに関する事項（会社

法施行規則第 191条第 6号） 

 本件吸収合併効力発生後の当社の資産の額は、負債の額を十分に上回ることが見込まれます。

また、本件吸収合併後の当社の収益状況及びキャッシュ・フローの状況について、当社の債務

の履行に支障を及ぼすような事態は、現在のところ予測されておりません。従って、本件吸収

合併後における当社の債務について履行の見込みがあると判断いたします。 

 

以上 
 



 

【別紙①】 吸収合併契約書 













 

【別紙②】 消滅会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 



金　　　額 金　　　額

百万円 百万円

流  動  資  産 162 流  動  負  債 77,145

10 77,145

152 固　定  負  債 11

11

（負債合計） 77,156

固  定  資  産 189,796 株　　主　　資　　本 112,802

投資その他の資産 189,796

106,670 資　　本　　金 100

83,125

資 本 剰 余 金 43,779

43,779

利 益 剰 余 金 68,922

繰 越 利 益 剰 余 金 68,922

112,802

189,959 189,959

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他 資 本 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

科           目 科           目

短 期 借 入 金

未 収 入 金

関 係 会 社 株 式

関 係 会 社 出 資 金

資 産 合 計 負 債 及 び 純 資 産 合 計

（純資産合計）

貸　借　対　照　表
（2019年３月31日）

負 債 の 部資 産 の 部

現 金 及 び 預 金

純 資 産 の 部

そ の 他 の 固 定 負 債
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百万円 

10,162

10,162

10

10,152

-

298

277

20

9,853

9,853

171

11

9,670
（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

そ の 他

経 常 利 益

支 払 利 息

金　   　　額

営 業 利 益

科　　　       　　　　目

関 係 会 社 配 当 金 収 入

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

営 業 収 益

営 業 費 用

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

　損　益　計　算　書　
2018年４月１日から
2019年３月31日まで

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 ・ 住 民 税 及 び 事 業 税
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第10期 株主資本等変動計算書 （2018年４月１日～2019年３月31日）

(単位　百万円)

資本剰余金 利益剰余金

繰越利益剰余金

100 43,779 59,251 103,131 103,131

当期純利益 - - 9,670 9,670 9,670

- - 9,670 9,670 9,670

100 43,779 68,922 112,802 112,802

株主資本

純資産合計
資本金 株主資本合計その他

資本剰余金

当期変動額

当期変動額合計

当期末残高

その他利益剰余金

当期首残高
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個別注記表

１．重要な会計方針に関する注記

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式････････移動平均法による原価法

(2) 連結納税制度の適用
連結納税制度を適用しております。

２．表示方法の変更に関する注記

３．貸借対照表に関する注記

(1) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

① 短 期 金 銭 債 権 99百万円
② 短 期 金 銭 債 務 77,145百万円

(2) 取締役、監査役に対する金銭債権及び金銭債務はありません。

４．損益計算書に関する注記

　関係会社との取引高
営業取引以外の取引高 277百万円

５．株主資本等変動計算書に関する注記

 当事業年度末における発行済株式の種類及び株式数
普通株式 100株

６．税効果に関する注記

 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
（繰延税金資産）

関係会社株式 2,905百万円
繰越欠損金（※１） 296百万円
繰越外国税額控除 44百万円

繰延税金資産小計 3,246百万円
税務上の繰越欠損金に係る評価性引当額（※1） △296百万円
将来減算一時差異等の合計に係る評価性引当額 △2,949百万円

評価性引当額小計 △3,246百万円
繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）
未収事業税 △11百万円

繰延税金負債合計 △11百万円
繰延税金負債の純額 △11百万円

（※１）税務上の繰越欠損金及びその繰延税金資産の繰越期限別の金額

第10期

　「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　平成30年２月16日。以
下「税効果会計基準一部改正」という。）を当事業年度の期首から適用し、繰延税金資産は投資
その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の区分に表示する方法に変更するととも
に、税効果会計に関する注記を変更しております。
また、税効果会計に関する注記において、税効果会計基準一部改正第３項から第５項に定める
「税効果会計に係る会計基準」注解（注８）（１）（評価性引当額の合計額を除く。）及び同注
解(注９)に記載された内容を追加しております。
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第10期

７．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項
当社は、資金運用については短期的な預金等に限定し、グループ会社からの借入により資
金を調達しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項
2019年３月31日における貸借対照表計上額、時価及び差額については次のとおりであります。

　　　　　(単位：百万円)

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

金融商品の時価の算定方法
上表のものはすべて短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから当該帳簿価額
によっております。

関係会社株式及び関係会社出資金は市場価格がなく、かつ将来キャッシュフローを見積もることが
できず、時価を把握することが困難と認められるため、上表には含めておりません。

金銭債権の決算日後の償還予定額

８．関連当事者との取引に関する注記

９．１株当たり情報に関する注記

１株当たり純資産額 1,128百万円
１株当たり当期純利益 96百万円

(注１)

(注２)

(注３)

貸借対照表
計上額

時価 差額

現金及び預金 10 10 - 
未収入金 152 152 - 
短期借入金 (77,145) (77,145) - 

(1) 関連当事者との取引

親会社

役員の
兼任等

事業上の
関係

親会社
ＴＤＫ

株式会社
32,641
百万円

電子部品等
の製造・販
売

（被所有）
直接
100

あり
資金の借
入

資金の返済
(注1,2)

利息の支払
(注1)

9,310

277

短期借入金

未払費用

77,145

-

取引条件ないし取引条件の決定方針等

(注1)

(注2)

(2) 親会社に関する注記
親会社情報
TDK株式会社　（東京証券取引所に上場）

属性
会社等
の名称

資本金又
は出資金

事業の内容
議決権の
被所有割
合(%)

関係内容

取引の内容
取引金額
（百万円）

科目
期末残高
（百万円）

親会社からの資金の借入については、利率は市場金利を勘案して、双方の合意の下に決定しております。

「資金の返済」については、借入額と返済額とを相殺し、純額を記載しております。

（単位：百万円）

１年以内
１年超

５年以内

現金及び預金 10 - 
未収入金 152 - 
合計 162 - 
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